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 現在の国内企業の状況をみますと、少子高齢化に伴う国内市場の縮小、新興国市場の成長、

経済のグローバル化の進展、景気低迷の影響、また平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日

本大震災によるサプライチェーンの崩壊、東京電力・福島原発事故による電力不足の深刻化、

さらには円高の進行の影響等、様々な要因により、工業を取り巻く環境は厳しい状況に追い

込まれています。 

当市の工業においても、国内全般の動きを表しているように、これまで立地していた大規

模工場の撤退、また今後移転・撤退する予定の企業もみられます。大工場の撤退は、雇用の

維持、税収の確保等といった影響を与えるだけではなく、大工場と取引関係にある中小企業

者の取引減少、取引停止、さらには取引企業の外部移転等も懸念されており、当地域に与え

る影響は甚大な状況にあるといえます。 

 

 

 

  

変化の激しい社会経済環境のもと、市の成長を支えてきた工業が再び活力を取り戻すため

には、次なる成長を見据え、経営改善に向けた基礎体力固めをした上で、独自の技術や製品

に磨きをかける等、市内中小企業の高度化や規模の拡大などに向けた成長支援、新たな産業

の芽の苗床としてのイノベーションの創出・起業支援、さらには他産業との連携等により、

新たな産業の創出支援、市外からの大工場や優良企業の誘致等、多方面からのアプローチが

必要となっています。工業の発展は、新たな雇用の創出や既存企業の受発注機会の拡大、所

得や税収の増加など本市経済に大きな波及効果があることから、市経済の活性化・市勢発展

のためには工業の振興を図ることが重要といえます。 

 このことから、当市の 10 年後の工業振興を見据え、目指すべき将来像を明らかにすると

ともに、基本的な考えや市の将来像に合致した実現性の高い工業振興策を体系的、計画的に

推進していくため、日野市工業振興基本構想（以下文章内では、「基本構想」という。）を策

定するものです。 

 

 

 

 

基本構想は、平成 24 年度を初年度とし、平成 33 年度までの 10 年間を計画の期間と

します。なお、今後の社会経済情勢の変化や工業振興をめぐる環境に変化に対応するため、

構想を変更する必要が生じた場合には見直しを行います。 

序 

章 

（１）経済情勢の変化 

（２）日野市工業振興基本構想策定の目的 

（３）計画期間 
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①事業所数：小規模事業所が多く存在 

日野市の事業所数（対象：従業員規模4人以上）は、平成15年は138事業所数あっ

たが以降減少し、直近の平成21年では94事業所まで減少しています。さらに、事業所

数（対象：全従業員）を従業員規模別で比較した場合、平成11～18年の間、最も事業

所数が多かったのは従業員数1～4人の事業所であり、1～9人の小規模事業所が全事業

所数の７割強を占めています。小規模事業所は、経営基盤の不安定、事業承継等の問題

を抱えていることから、今後の事業活動の継続への懸念が生じています。 

 

②従業員数：大規模事業所に支えられている地域の雇用 

   日野市の従業員数（対象：従業員規模4人以上）は、平成20年と比較し、事業所数

の減少に伴い約2,000人減少しており、直近の平成21年では14,178人となっていま

す。事業所数が100事業所未満にもかかわらず、従業員数が10,000人を超えており、

都内自治体の中では7位と比較的多い値です。しかしながら、地域の雇用を支えている

大規模工場の撤退が始まり、また今後も移転が計画されていることから、地域の雇用の

確保・維持への懸念が生じています。 

 

③製造品出荷額等：急激な落ち込みにより、都内１位から転落 

日野市の製造品出荷額等（対象：従業員4人以上）は、過去8年間のうち、平成17

年からの3年間は1兆円を超えており、また平成15～20年の6年間は都内1位でありま

したが、直近の平成21年では前年より大幅に減少し、約6,624億円となっています。

さらに、長引く不況により地域内の企業に疲弊感がでており、まして、前述しているよ

うに市内工業を牽引している大工場の撤退、また今後も移転が計画されていることから、

製造品出荷額の減少への懸念が生じています。 

 

④税収：大幅減少の見込み 

日野市の平成21年度の歳入約580億円のうち、市税は約48.1%を占め約290億円

です。そのうち、個人市民税と法人市民税は、市税の約147億円（50.6%）を占めて

おり、さらに法人市民税のみでみると16億円（約10.9%）となっています。市の財政

基盤を支えている法人市民税は、これまで安定的な推移を示していますが、様々な社会

経済の動向を受け、近年法人市民税が減少傾向にあります。さらには、大規模工場の撤

退・移転等により、今後大幅な法人市民税の落ち込みが見込まれ、医療や福祉、教育な

どの市民生活への影響も懸念されます。 

 

日野市工業の特性 
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日野市の工業統計調査、社会経済環境の変化動向、市内工業事業者に対するアンケート調

査、ヒアリング調査を通じたＳＷＯＴ分析、グループ化による分析結果を総括した結果、日

野市工業振興における課題は以下の5項目に集約されます。 

 

 

①基盤力 

地域の中小企業が事業継続・事業拡大をしていくためには、安心して操業を続けられる

ような環境整備が求められています。しかしながら、日野市の組織機構には企業から見え

る形での専門部署が設置されておらず、また今後、基本構想に基づく施策等を着実に推進

し、実効性を確保するために必要な検証を行う評価組織がありません。さらには、産業集

積の基盤となる工業用地が不足しています。当地域の産業集積を維持・発展させていくた

めには、社会・経済情勢、事業者のニーズ等を的確に把握した上で施策を展開・検証する

ソフト面でのバックアップ、工業用地等の整備によるハード面でのバックアップの両面に

よるサポートが必要です。 

 

②連携力 

日野市には比較的多くの大手企業が立地しているが、市内中小企業との取引がほとんど

見受けられていません。また中小企業同士であっても工程間の分業や技術の相互補完がで

きるような関係になっておらず、自社の対応能力を超えた新規受注に対しては、市内企業

へ協力依頼をすることなく、辞退する事例もあります。さらには、地域内には中小企業の

経営資源を補完しイノベーションを創出する上で重要となる産学官金を担う組織がある

ものの、実際には連携した取り組みが多くみられておりません。これらの理由としては、

地域内の産産・産学官金の顔、各企業の技術が「みえる化」されておらず、ネットワーク

が構築されていないことがあげられます。現状では、中小企業をはじめ、各機関による単

発的な企業活動・支援活動となっていることが多く、今後の持続的な企業の成長や当地域

の産業集積に限界をきたしてしまう恐れがあります。 

 

③経営力 

日野市の企業は社会・経済情勢等の変化により急激な環境の変化に直面しています。ヒ

アリング調査では、経営基盤が弱く環境の変化に流されやすいため、資金繰りに苦慮して

いるとの声が多く聞かれました。特に当市には従業員20人以下の小規模企業者が多く、

経営基盤が脆弱です。継続的な受注を確保し、新規受注を獲得するためにも、経営基盤の

強化を図りつつ、既存事業の経営資源を活かしながら、事業の多角化、更なる販路開拓等

の経営革新や第二創業の展開、そして、円高に対しては、材料輸入など製造コスト減につ

ながるようなネットワークの構築や、製品・技術の高度化・差別化による高付加価値の創 
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出、また、国際的経営感覚を備えた人材、及び競争力の高いグローバル企業の育成への

支援が求められています。 

 

④技術力 

経済のグローバル化が進展している中で、一般的な部品、素材、製品はアジアを中心

とした海外との価格競争に陥っています。そのため、これからは高付加価値の技術・製

品が強く求められている、といわれています。しかしながら当地域の中小企業は自社の

技術の強みや地域社会のニーズの認識不足等により、技術の高度化が図られておらず、

優位性があり、競争力のあるコア技術が確立されていません。企業の競争力を強化する

ためにも、技術の高度化による付加価値の向上が不可欠であり、技術の更なる研鑽や新

製品・新技術開発への取り組みを一層強化する必要があります。 

 

⑤人材力 

社会・経済情勢等の変化による急激な環境変化への対応、また新たな事業展開を行っ

ていくためには、その担い手となる人材の育成・強化・確保が求められています。しか

しながら、日野市では小規模企業者を中心に、技術者や後継者の人材育成、若手人材の

確保がされておらず、また経営者自らの人材育成に対する認識が薄い状況です。さらに、

後継者の有無に関するヒアリング調査では、「後継者なし、または後継者が未定」と回

答した企業が 7 割程あり、将来の事業継続に不安を抱えている企業が数多く存在して

います。このことから、現在の産業を支えている人材のさらなる育成・強化、また今後

の産業を支えていく人材の確保を図るため、経営者を含め、次世代のリーダーや技術者

の育成、さらには若手人材が中小企業の現場で働いてみようと意欲がでるような機会を

提供する必要があります。 
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日野市には、地域内外に大企業、中小企業の他、大学、金融機関、企業活動を支援してい

る産業支援機関等、多数存在しています。しかしながら、市内企業を対象としたヒアリング

調査の結果では、連携を望む声があるが実際には連携した取り組みが少ないことが明らかと

なりました。その理由としては、「相談窓口が不明」、「各機関の顔がみえていない」等が

挙げられています。現状は、それぞれの主体による単発的な取り組みとなっていることが多

く、今後の持続的な企業の成長、市の工業振興に限界をきたしてしまう恐れがあります。 

 そこで、このような状況を改善するため、企業が他機関との協調、協力、協働等を行うた

めの手段として、地域内外に広がる産学官金の主体を有機的に、かつ強力なネットワークで

結び、連携を超えた「融合」により、企業の課題解決を図り、「新たな付加価値」と「新技

術・新製品」を創出していく必要があります。「顔のみえる」有機的な産学官金ネットワー

クの構築により、参画する企業等の相互交流を通じた連携・融合を活発化し、産学官金連携

を通じた「研究開発や新規事業の創出」が継続的に醸成され、最終的に日野市の力強い地域

経済発展の原動力となることができます。 

 

内発的な産業都市は、地域を支える中小企業の育成を図るだけでなく、新たな雇用を創り

出し、市政の財源となる税収を増大させ、ひいては市の経済的な自立を促すことができると

考えられます。 

 

そこで日野市の工業を取り巻く社会・経済情勢の変化、また日野市工業における強み

(Strengths)、弱み (Weaknesses)、機会 (Opportunities)、脅威 (Threats)を評価し、

分析を行うSWOT分析等を踏まえ、これからの10年間で本構想が目指す最終的な目標、す

なわち日野市の工業にとって理想的状態を理念的に表現した、根本的な考え方を「基本理念」

として、以下のように掲げます。 

 

 

  

 

 

 

 

 

（１）基本理念 
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当市の工業におかれている5つの課題を克服し、これからの10年間で日野市の工業が目指

すべき将来像（基本理念が目指す具体的なイメージ）である、日野市工業の「将来あるべき

姿」を、具体的に次の4つに設定します。 

 

 ①充実したバックアップ体制のもと、企業が安心して事業継続・事業拡大をしている 

   

 

②市内工業のネットワークが構築され、担い手の顔が見えている 

 

（２）将来あるべき姿 
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③企業が安定した経営のもと、多様な販路の構築及び第二創業に取り組んでいる 

 
 

 

 

④技術力・人材力が増し、競争力を持つ企業が増えている 
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工業振興施策の展開を進める方向性として、日野市の経済成長を牽引する重点分野を「環

境関連分野」「健康・福祉関連分野」とします。 

 

①環境関連分野（グリーン・イノベーション） 

地域環境の保全に対する意識や資源の有効利用といった環境意識が世界的な規模で高ま

っている中、今後は、企業、市民、行政が一丸となって環境問題に対する取組を強化する必

要があります。また環境問題は産業面においても新たな需要につながると見込まれているこ

とから、環境保全の視点を取り入れた工業（産業）振興策を構築することが重要です。環境

問題と工業（産業）振興の両立に向けては、国でも様々な検討が進められており、平成22

年4月に環境省が発表した「環境経済成長ビジョン」や平成22年6月に閣議決定された「新

成長戦略」では、「環境（グリーン・イノベーション）分野」において、平成32年までに

50兆円の新たな市場と、140万人の雇用を目指しています。 

 

    

                       

 

 

 

②健康・福祉関連分野（ライフ・イノベーション） 

他の先進国に例をみない早さで高齢化が進展している中、日本でも健康増進、疾病予防へ

の関心が高まっています。日本は、平均寿命の長さや高い保健医療水準を達成してきていま

すが、一方で健康増進や予防医療、介護・生活支援サービス等の重要性が高まっています。

また、急速な少子高齢化の進展により、高齢者を取り巻く生活環境も大きく変化している中

で、安全・安心に生活できる支援の需要も増加していくものと予想されます。 

平成22年6月に閣議決定された「新成長戦略」では、7つの戦略分野のひとつに『「ライ

フ・イノベーション」による健康大国の実現』を掲げています。健康関連サービス産業の成

長促進などにより、「健康（ライフ・イノベーション）分野」で50兆円の新たな需要を創

造し、248万人の雇用を創造するとしています。日野市においても進行する高齢化やエレ

ベーターがない旧型団地の立地がみられており、市民の安全・安心な生活を支える産業の創

出・育成が求められています。 

 （イメージ） 

 

 

（３）重点分野 

 

 

 

●再生可能エネルギーの活用

・・高効率の真空管ソーラーシ

ステムの開発・製造

●未利用熱の活用

中小企業白書 2010年版  「グリーン・イノベーションに取り組む中小企業 
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①連携支援機関主催による人材育
成セミナーの利活用促進

― Ｅ-(1)-①-ⅰ

②人材育成による円滑な事業承継 Ｅ-(1)-②-ⅰ

③人材育成への資金支援 ― Ｅ-(1)-③-ⅰ

④大学生による市内企業へのイン
ターンシップ

― Ｅ-(2)-④-ⅰ

― Ｅ-(2)-⑤-ⅰ

― Ｅ-(2)-⑤-ⅱ

相談体制構築事業（再掲）

インキュベーションオフィス設置事
業

(1)経営者、後継者となる次世代のリー
ダー、技術を高度化していく技術者等の
育成

連携支援機関の事業への誘導（再
掲）
経営者・次世代経営幹部候補者・外
部承継希望者への人材育成

企業力ステップアップ事業（再掲）

(2)若手人材の確保、事業承継の推進、
起業家の育成

中小企業魅力発見プロジェクト

⑤起業家をサポートする支援機関
との協力体制の構築

(1)企業自らの技術の強み、地域社会の
ニーズ、国・都の技術戦略の方向性の認
識

製品・技術力みえる化プロジェクト
（再掲）

②地域社会のニーズの掘り起し、
国・都の技術戦略等の情報提供

他産業連携促進事業（再掲）

情報提供事業

(2)企業による技術・製品の高度化への
取り組みとその販路開拓

③新製品・新技術開発への資金支
援

連携支援機関の事業への誘導（再
掲）

企業力ステップアップ事業（再掲）

大手企業と中小企業の交流会等参画
促進事業（再掲）

(2)海外を含む新たな販路開拓・事業の
多角化等の経営革新・第二創業への展開

連携支援機関の事業への誘導

⑤経営革新等の新たな事業・技
術・製品開発等の推進

事業計画等策定支援事業

販路開拓支援事業（展示会等出展支
援事業）

他産業連携促進事業

(1)経営環境の変化に対応できる経営基
盤の強化

金融支援制度の見直し、利活用促進
業
製品・技術力みえる化プロジェクト
（再掲）

相談体制構築事業

(2)工業用地の確保による工業基盤の整
備

大工場等の跡地の有効利用・立地促
進に向けた支援策の検討
不動産団体・金融機関等との連携に
よる情報発信

(2) 企業（大手企業を含む）間・大学と
企業間の受発注と技術連携や技術提供
等、構築されたネットワークの促進

企業力ステップアップ事業

大手企業と中小企業の交流会等参画
促進事業
新事業分野開拓者認定制度・トライ
アル発注制度

(1)地域内での、産産・産学官金の顔が
みえるネットワークの構築

①産産・産学官金の「出会い」と
「交流」の場づくり

産業人フォーラム開催事業

大学のポテンシャルを活かした連携
の推進

製品・技術力みえる化プロジェクト

(1)市の支援体制の構築、他機関との連
携による支援体制の強化

①市の支援体制の構築
（仮称）工業振興条例の制定

工業活性化推進事業（専門部署設
置・職員構成の見直し）

②支援施策の評価・検証の実施
企業訪問調査

工業振興基本構想推進協議会の設置
事業

解決の方向性 アクションプラン 施策

基
盤
力
の
強
化

連
携
力
の
強
化

経
営
力
の
強
化

技
術
力
の
強
化

人
材
力
の
強
化

日野市の工業の課題解決を図り、基本理念のもと工業振興のための施策の柱となるアクショ

ンプランに沿って、今後推進すべき施策の内容を示します。個別施策の展開に際しては年度ご

との段階的な施策・事業推進について、課題解決の方向性毎に事業の実施主体と参画主体と事

業推進スケジュールの概要を以下のとおりに整理します。
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企業 大学 市 金融 商工会 支援機 企業 大学 市 金融 商工会 支援機 25 26 27 28 29 30 31 32 33

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

企業 大学 市 金融 商工会 支援機 企業 大学 市 金融 商工会 支援機 25 26 27 28 29 30 31 32 33

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

企業 大学 市 金融 商工会 支援機 企業 大学 市 金融 商工会 支援機 25 26 27 28 29 30 31 32 33

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

企業 大学 市 金融 商工会 支援機 企業 大学 市 金融 商工会 支援機 25 26 27 28 29 30 31 32 33

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

企業 大学 市 金融 商工会 支援機 企業 大学 市 金融 商工会 支援機 25 26 27 28 29 30 31 32 33

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

24

24

24

24

24

スケジュール主体 参画

■ 検討

■ 実施

■ 基礎調査・研究

□ 東京都の補助金により重点的に

行なう事業
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基本構想に位置づけられた各施策を着実に実行し、その実現を図るためには、市が先導的

役割を果たすだけでは十分とは言えず、事業者、商工会・産業支援機関等、大学・研究機関、

金融機関、市民の各関係主体が『基本理念』『将来あるべき姿』等の目標を共有し、一体と

なって取り組んでいくことが重要です。そのためには、関係主体が各役割を認識するととも

に、それぞれの責務を果たしつつ、市民との協働により施策を推進していくことが必要です。 
 

①市の役割 

Ａ 工業振興施策の方向付け・実行    Ｂ 工業振興施策に必要な財源確保 

Ｃ 円滑な工業振興施策実行のための調整   

Ｄ 工業振興施策を推進する各機関への意欲喚起 

 

②事業者の役割 

 Ａ 工業活動の主役としての認識     Ｂ 企業目標を達成するための自助努力 

 

③日野市商工会・産業支援機関の役割 

 Ａ 工業支援策の実行          Ｂ コーディネート・コンサルティング機能 

 

④大学・研究機関の役割 

Ａ 人材育成              Ｂ 技術支援・研究成果の提供 

 

⑤金融機関の役割 

 Ａ 各機関からの情報提供        Ｂ 円滑な資金支援 

 

⑥市民の役割 

 Ａ 工業（経済）活動への理解      Ｂ 工業振興への協働参画 

 Ｃ 工業振興の担い手 

 

序 

章 

（１）各関係主体の役割 
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基本構想に位置づけられた各施策を着実に推進するため、一定期間ＰＤＣＡサイクル

（計画Plan、実行Do、評価Check、改善Action）により、効果的・効率的な事業実施に

努めます。 

  また、産学官金の代表による事業検証の組織、「工業振興基本構想推進協議会」を新た

に設置し、外部委員等により個々の施策について評価を受け、実効性を確保します。また、

今後の社会情勢の動向などに留意し、随時施策の見直しを行うなど柔軟な運用を図ります。 

 

 

事前評価 
中間 

ﾚﾋﾞｭｰ 

終了時

評価 

事後 

評価 

事後 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ 

事業の実施前に、妥当性、

計画内容、想定する効果

等を検証 

 

事業の実施段階で、計画

の妥当性、進捗状況、目

標達成見込み、影響する

内外の要因等を検証 

事業の終了後に、有効

性、インパクト、効率性、

持続性等を検証。事後評

価後は教訓・提言への対

応等を確認 

評価結果は、当事業の

改善のみならず、類似

の事業の計画・実施に

反映 

 

 

（２）進行管理 
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